
山口県宇部市（一般市）

３実施方法について

実施方法 委託（単年契約）

事業費 2,406千円（平成30年度）

理由
（委託）

本市では自立相談支援・就労準備支援・家計改善支援の3事
業に一体的に取り組んでおり、さまざまな課題を抱える相談
者に対して、包括的に支援ができること、生活困窮者自立支
援事業に対して、各事業体の強みを生かした事業効果が期待
できることから、一時生活支援事業についても、一体的支援
事業を行う共同事業体に委託。

事業概要 〇設置形態：借上型シェルター
必要の都度、市内のホテル、旅館その他宿泊場所を利用し、

宿泊場所、食糧を提供。
〇本人が不動産会社、宅建協会などに入居できる物件を相談
し居住先の確保に向けて活動を行う。さらに、働ける人に対
しては就労準備支援事業の利用を促す。
１ ハローワークへの同行支援
（ハローワークカード作成、仕事の検索、失業保険の手続き
など）
２ 働くための準備として、ボランティア活動へ
（畑での軽作業、お寺での清掃活動 など）

３ さらなるステップアップへ（有償活動）
農家の収穫作業のお手伝い、病院内清掃を実施

４事業実績（H30年度）

５事業実施のポイント ～住居とともに働く環境も整えていく～

１市の概要 ２支援状況調査（H30年度）

人口

保護率

人

％

164,899

1.70

６取り組んで良かったこと

○家が見つかったことにより精神的安定が顕著に表れ、今後の生活
に希望をもつことができるようになった。
〇一時生活支援事業により、一定期間 衣食住の不安なく住居の確保
や職探しなど、住まいの不安定な人の自立を支援することができる
ことから、地域の安心・安全につながる。

新規相談受付件数人口１０万人当
(件）

プラン作成件数人口１０万人当(件）

12.3

6.5

一月当たり

一月当たり

一時生活支援事業

就労・増収率(％）

就労支援対象者数人口１０万人当
(件） 一月当たり 2.6

59.6

利用者 就職 生活保護 その他

19人 4人 11人 4人

Point
居住支援を行うとともに、働ける人に対しては、就労準備支援事業

の利用へつなぐ

○長期間就労から離れていたり、就業経験が少ない人など就労準備
期間が必要な人や就労への1歩が踏み出せない人を、就労準備支援事
業へつなぐ。
〇誰でもできるような作業を通じて、就労への意欲喚起や自信を取
り戻すような支援を行うことができる。

畑での収穫作業の手伝い 野菜の選別作業


